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総括研究報告 

 

強度行動障害の客観的なアセスメントパッケージの実用化に向けた研究 

 

主任研究者  井上雅彦（鳥取大学医学系研究科) 

 

要旨 

強度行動障害においては、その支援が社会的問題となっており、福祉・医療・教育を含

めた高密度の評価・連携システムの構築が望まれている。しかしながら我が国の社会制

度の中で、その状態を客観的に評価するためのアセスメント方法の確立は不十分である。

本研究では、スクリーニング手法の確立（研究１）として行動関連項目の信頼性・妥当

性検証、支援計画の立案のための現場で活用できる機能的アセスメント手法の開発（研

究 2）としては行動記録アプリ（Observation 3）の改修と開発、支援者研修と現場で

の活用（研究 3）としてオンデマンド方式によるオンライン研修と対面研修の 2 つを行

った。また医療におけるスーパーバイザーによる遠隔症例検討会議において、客観的な

アセスメントを活用しての医療・福祉関係者間での共通理解について検討した。研究１

の結果、現行の行政評価指標である行動関連項目については信頼性に関する指標は全体

的に良好な結果を示した。一方で、収束的妥当性については各変数において相関関係に

ばらつきが認められた。研究 2 ではユーザーインタフェース（UI）について大幅な改良

を実施し，ユーザーエクスペリエンス（UX）を向上させることを目的として大幅な改修

を行った。研究 3 については、オンデマンド研修、対面研修において研修効果が見られ

た。特に機能的アセスメントのみの研修に際してはオンデマンドの効率性・有効性が示

され、機能的アセスメントに基づく行動支援計画の実行による行動改善については対面

形式の有効性が示された。医療におけるスーパーバイザーによる遠隔症例検討において

は多職種連携の共通言語として機能的アセスメントを含む客観的アセスメントツールの

重要性が改めて確認された。 

 

A. 研究目的 

強度行動障害においては、その支援が社

会的問題となっており、福祉・医療・教育を

含めた高密度の評価・連携システムの構築

が望まれている。個々の行動障害の状態を

評価し、適切な支援計画に導くための実用

的なアセスメントとして機能的アセスメン

トがある。機能的アセスメントは、米国では

障害者教育法（IDEA）の 1997 年の改正に

おいて実施が必須化され、英国においても

英国政府機関ガイドライン（NICE2012, 

2013)において、薬物療法に先駆けて実施さ

れることが明記されている。 

我が国においては、令和５年度の「強度
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行動障害を有する者の地域支援体制に関す

る検討会報告書」において機能的アセスメ

ントの重要性が初めて言及された。しかし

ながら、我が国では機能的アセスメントの

現場での実施は、一部の専門機関に限られ

定着していない。前述の報告書にある「中核

的人材・広域的支援人材の育成」においても

機能的アセスメントに関するツールを整備

し、支援に活用していくことは社会的に重

要である。 

強度行動障害の客観的なアセスメント

パッケージの実用化のためには、まず強度

行動障害に対する福祉的支援の入り口であ

る障害支援区分認定の中の行動関連項目に

ついて検討していく必要がある。行動関連

項目については、信頼性・妥当性は検証され

ておらず、本研究では、スクリーニング手法

の確立（研究１）として「行動関連項目」の

信頼性・妥当性検証を行う。そして支援計画

の立案のための現場で活用できる機能的ア

セスメントについてツール開発を行い（研

究 2）、支援者研修と現場での活用について

検討する（研究 3）。今年度は最終年度とし

て研究 3 を主に総括する。 

 

Ｂ 研究方法 

本研究では目的の達成のため、本年度は

以下の研究を実施した。 

強度行動障害に関するスクリーニング手法の

確立（研究１） 

行政システムとして使用されている行動

関連項目について、信頼性（評定者間信頼

性、再検査信頼性、内的整合性）と妥当性

（収束的妥当性）を検証した。強度行動障

害支援に関わる福祉職員を対象にグーグル

フォームを使用した WEB アンケート調査を

実施し、40 名の職員のデータを収集し

た。また、研究に参加する施設利用者は

46 名で、知的障害の最重度（IQ<26）が全

体の 73.9%、自閉スペクトラム症の診断の

有る利用者が全体の 67.4%を占めた。 

支援計画の立案のための現場で活用できる

機能的アセスメント手法の開発（研究 2） 

昨年度は行動観察アプリケーションにつ

いて、β版とマニュアル動画を作成・公開

し、(https://www.masahiko-

inoue.com/web-application）。専門家のレ

ビューを行った。令和６年度では，

「Observations」のユーザーインタフェー

ス（UI）について大幅な改良を実施し，ユ

ーザーエクスペリエンス（UX）を向上させ

ることを目的として大幅な改修を行った。 

2024 年 11 月から 2025 年 1 月にかけ

て，令和５年度の質問票評価の結果及び，

開発者からのヒアリングを基に，1回 1〜

２時間程度，合計５回，研究ミーティング

を実施した。研究分担者，開発者との協働

を通じて，アプリケーションの機能改善に

向けた課題の整理を行った。 

 具体的には、双方の視点をもとに議論

を重ね、現場での実用性や操作性を考慮し

た改善点を洗い出した。検討過程では、

PowerPoint 等のツールを用いてインタフ

ェースのイメージ図を共有しながら、機能

や画面構成に関する設計方針を具体化し

た。 

支援者研修と現場での活用（研究 3） 

本年度は開発したツールを活用した機能

的アセスメントに関する研修プログラムを
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作成し、オンデマンド方式によるオンライ

ン研修と対面研修の 2つを行った。 

1)オンデマンド方式によるオンライン研修 

オンデマンド研修においては、教育・福

祉分野の支援者 53名を対象に、機能的行

動アセスメント（FBA）に関するオンデマ

ンド研修を提供した。教材は、①問題行動

の頻度や強度を評価する BPI-S、②行動の

機能を学ぶ講義、③行動の機能分析ツール

である FAST、④行動の前後関係を記録す

る ABC 行動記録の 4本の動画で構成され

た。各教材にはワークも含まれ、受講後に

は Web アンケートを実施し、研修の理解度

や実用性、ツールの使いやすさ、自己効力

感、CHABA（Challenging Behaviour 

Attributions scale：挑戦的行動原因帰属

尺度）の変化、自由記述による質的分析を

行った。 

2)対面研修による効果検証 

機能的アセスメントを中核にした強度行

動障害の基礎・実践研修後の応用研修とし

て実施した 2024 年度 東京都社会福祉協議

会における「強度行動障害アドバンス研

修」の効果を検討した。強度行動障害のあ

る利用者を直接担当する職員 23 名が１回

2 時間全 6回の連続研修に参加した。 

連続研修の事前（Pre）と事後（Post）

で、参加者の行動の機能を推定する際の下

となる、行動変容法に対する知識の変化と

して Knowledge of Behavioral Principle 

as Applied to Children (KBPAC；O’Dell 

ら 1979)の短縮版を用いて検討した。また

利用者の行動変容について、ABC-J（異常

行動チェックリスト日本版）、BPI-S（問題

行動調査票短縮版）、強度行動障害判定基

準表を用いて評価を行った。 

3) 医療におけるスーパーバイザーによる

遠隔症例検討 

 強度行動障害の客観的なアセスメ ント

のデータを治療介入、地域支援体制づくり

に共通言語として活用していくことが重要

である。医療・福祉関係者合同で分担研究

者・ 協力者を含めた事例に関する「強度

行動障害 SV(スーパーバイズ)会議」（以下 

SV 会議）をリモート で毎月実施し、その

経過を含めて検討した。 

 

Ｃ 結果 

強度行動障害に関するスクリーニング手法

の確立（研究１） 

行動関連項目得点の評価者間信頼性の級

内相関係数は 0.805（95%信頼区間 0.611

－0.902）で優れた値を示したが、下位項

目の重みづけカッパ係数は「大声・奇声を

出す」「異食行動」「自らを傷つける行為」

「他人を傷つける行為」はかなり一致率し

た一方で、「説明の理解」「多動・行動停

止」の一致率はわずかであった。再検査信

頼性の級内相関係数は 0.894（95%信頼区

間 0.839－0.931）で優れた値を示し、下

位項目の重みづけカッパ係数は「説明の理

解」以外の項目ではかなりの一致もしくは

ほぼ完全に一致したが、「説明の理解」の

み一致率が低かった。クロンバックのアル
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ファ係数は 0.838 であり内的整合性は良好

であった。行動関連項目と BPI-S、ABC-

Ⅱ、強度行動障害判定基準のスピアマンの

順位相関係数を算出した結果、合計得点と

BPI-S の自傷行為の頻度および重症度と中

程度の正の相関が認められた。一方で、下

位項目と強度行動障害判定基準の関連で

は、激しいもの壊し、睡眠の大きな乱れ、

パニックでひどく指導困難とは行動関連項

目のどの項目とも有意な関連を認めなかっ

た。 

支援計画の立案のための現場で活用できる

機能的アセスメント手法の開発（研究 2） 

 分担研究者，主任研究者，開発者との協

働を通じて整理されたユーザーエクスペリ

エンスに関するニーズがすべて実装され

た。具体的には、操作性・視認性の向上、

複数記録者への対応、データ出力形式の柔

軟化、モバイル環境への最適化など、多岐

にわたる改善項目が反映された。 

 

支援者研修と現場での活用（研究 3） 

1)オンデマンド方式によるオンライン研修 

受講者の 100％が研修動画を「分かりやす

い」「やや分かりやすい」と評価し、特に

ABC 行動記録は「使いやすい」との評価

が最も高かった。BPI-S では、問題行動の

頻度・強度を客観的に可視化し、ターゲッ

ト行動の選定に有効であると評価された。

また、FAST では、問題行動がどのような

機能（逃避、注目、感覚刺激など）によっ

て維持されているかを把握できるようにな

り、支援の方向性の検討に役立った。ABC

行動記録は、行動の前後関係や環境的要因

を把握する手がかりとなり、支援者の対応

の振り返りにも寄与した。フォローアップ

調査でも、参加者の多くが研修後に各ツー

ルを現場で活用しており、「行動の全体像

や機能の把握ができた」「支援策の立案が

しやすくなった」と回答した。CHABA の

スコアでは、正の学習と刺激の下位尺度が

研修後に有意に上昇し、問題行動の原因に

対する理解が深まったことが示された。自

己効力感では、「問題行動に対処する自

信」のみが有意に向上し、その他の項目

（困難感、満足度など）は有意差がなかっ

た。 

2)対面研修による効果検証 

連続研修の事前（Pre）と事後（Post）

で、参加者の行動の機能を推定する際の下

となる、行動変容法に対する知識の変化に

ついて参加者の強度行動障害の支援を行っ

た経験年数を、10 年未満の群（未満群：

n=11）と 10 年以上の群（以上群：n=10）

に分けてウィルコクソンの符号付順位和検

定を行い検討を行った結果、各群と共に

Post で有意にスコアが上昇した。 

対象者の行動指標について研修前後比較

について、ABC-J のスコアにおいては、

「不適切な言語」の項目を除く全てのスコ

アが、Post において有意に減少した、も

しくは有意に減少する傾向がみられた。

BPI-S のスコアにおいては、「攻撃的・破

壊的行動（頻度）」と「常同行動（頻度）」
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と全体の合計値において、スコアが Post

で有意に減少した。また、強度行動障害判

定基準表（旧法）のスコアにおいても、以

上群と全体の合計値において、スコアが

Post で有意に減少した。 

3) 医療におけるスーパーバイザーによる

遠隔症例検討 

SV 会議には事例報告医療機関の医師・

看護師・心理士・作業療法士・ケース ワ

ーカー・児童指導員・保育士などと、外部

機関の医師・看護師、福祉職や相談支援

員、心理専門家 等が参加し、令和 6 年 4 

月～令和 7 年 3 月の 1 年間でのべ 12 

回、のべ 312 名が参加した。 

12 ヶ月間で 4 つの医療機関より 14 

事例の継続相談があった。強度行動障害を

伴 う相談事例の内訳は短期入院 10 例、

長期入院 2 例、外来 2 例であった。一事

例につき相談は１～９ ヶ月に渡った。10 

代・20 代の男性が多く、知的障害の程度

は最重度・重度が 7 割、1 例を除き全て 

自閉スペクトラム症を合併していた。短期

入院 10 例の入院経緯は予定入院 4 例、

緊急入院 6 例であ った。入院全 12 例中 

11 例が隔離対応（部分開放）、経過中身体

合併症の治療で拘束が必要であった 事例

が 1 例であった。課題となっている行動

は自傷、他害、器物破損、異食、放尿、意

図的な嘔吐、 物の収集、脱走（遠方への

逃走）など様々で、長期事例での意思決定

や延命治療についての相談もあ った。外

来事例 2 例は、児童精神科がいない地域

で救急精神科病院での 10 代男性患者対応

の事例、 地域資源が限られるため遠方の

児童精神科クリニックでの長期フォローを

余儀なくされている 20 代 男性患者の事

例であった。リモートによる SV 会議で

多分野多職種による遠隔症例検討を毎月行

うこ とで、治療介入のみでなく、地域移

行や地域の福祉・教育分野との連携に有用

なヒントが得られた。 

 

Ｄ .考察 

強度行動障害に関するスクリーニング手

法の確立（研究１） 

行動関連項目の評定者間信頼性は、行動

関連項目得点の級内相関係数については良

好な値であったが、各項目のカッパ係数は

項目によりばらつきがみられた。しかし、

「説明の理解」のみ他の項目に比べて低い

値であった。これは評定者個人内において

評価が変わりやすい項目であることを意味

する。つまり、行動関連項目得点は比較的安

定し一貫した値を示すものの、各項目でみ

ると値が安定しやすい項目と評価者により

評価が異なりやすい項目が混在しているこ

とを意味する。再検査信頼性、内的整合性に

ついては良好な結果が得られた。 

収束的妥当性については、各尺度におい

て相関係数の結果にばらつきが認められた。

特に、BPI-S の攻撃的/破壊的行動、ABC-Ⅱ

の不適切な言語、強度行動障害判定基準表

の激しいもの壊しおよび粗暴で恐怖感を与

え指導困難、において有意な関連が認めら
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れなかった。これらの結果は、自傷や他害を

伴わない攻撃的で破壊的な行動があり不適

切な言語を用いることにより支援者が指導

に困難さを抱える強度行動障害者の場合、

現行の行動関連項目得点は低く見積もられ

る可能性があることを示唆している。以上

より、現行の行動関連項目には一部項目立

てや判断基準の適切性に疑問を投げかける

結果が認められ、将来的な改定を見据えた

際、本研究で指摘された課題を改善した項

目の作成が求められる。 

機能的アセスメント手法の開発（研究2） 

本研究では，行動観察アプリケーション

「Observations」に対し，前年度に実施さ

れたユーザビリティ評価で指摘されたイン

タフェース上の課題を踏まえ，専門家・開発

者との協働による設計改善が行われた。そ

の結果，操作性・視認性、マルチユーザー対

応、データ出力の柔軟性、モバイル端末対応

など，多岐にわたるユーザーエクスペリエ

ンスに関するニーズが実装された。これに

より、アプリの現場適用性が大幅に向上し，

実用的かつ直感的な継続的記録が可能とな

ることが見込まれる。今後は、改善後のアプ

リを用いた UX 評価を実施し，さらなる最

適化に向けた検討が必要だろう。 

 

支援者研修と現場での活用（研究 3） 

1)オンデマンド方式によるオンライン研修 

オンデマンド形式の FBA 研修は、時間や

場所に縛られずに学習できる利点を持ちな

がら、実践的な理解の深化にもつながる有

効な手段であることが示された。ツールの

有用性に加え、行動の客観的把握や支援方

針の明確化にも寄与した点から、支援者の

問題行動に対する分析力や自信を高める効

果があったと考えられる。ただし、受講完了

率やフォローアップ回答率の低さから、今

後は脱落者の分析や対面研修との比較など

による改善の必要がある。また、普及のため

には、継続的な研修機会の提供、相談体制の

整備、チームでの取り組み、実践事例の共有

が求められる。研修は今後も無料で公開さ

れ、強度行動障害支援の基礎としての活用

が期待されている。 

 

2)対面研修による効果検証 

対面の連続研修の事前事後では、全ての

参加者の行動変容に関する知識が向上した。

また、対象者に対する書く行動指標（ABC-

J、BPI-S、強度行動障害判定基準表）のス

コアの変化からは、10 年以上の支援経験の

ある参加者が選定した対象者の群では行動

がより大きく改善したことも示唆された。 

しかし一方で、支援経験が 10 年未満の参

加者が選定した対象者の群では、行動指標

には有意な改善はみられなかった。本研究

においては自分自身の事業所のメンバーに

対してミーティングを開催し、記録をった

り支援計画を作る際の取り仕切りを行うこ

とが求められていた。そのため、支援の知識

や技術だけではなく、現場における参加者

自身の権限や、スタッフ間のコミュニケー

ションにおいて、支援経験が少ない参加者
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にとっては利用できるリソースが少なかっ

た可能性が考えられる。 

今回の結果を受け、どのような対象者に

対してどのような内容の研修が少ない資源

の中でより大きな成果を得ることができる

のかを再考する必要がある。研修がパッケ

ージ化されているために機能的アセスメン

トの単独効果が実践結果にどのように影響

しているかは明確でないが、今後参加者や

対象者の属性について考慮に入れながら、

同様の研修を開催し、成果を比較すること

で詳細な分析に繋げることができると考え

る。 

3) 医療におけるスーパーバイザーによる

遠隔症例検討 

本研究による SV 会議により、①精神科

病棟での手厚いチーム医療体制・研修整備

の必要性、②病棟環境調整の難しさ、③重大

な他害など処遇困難事例の地域福祉サービ

ス利用の難しさ、④福祉サービス利用を断

られ疲弊した家族支援の問題、⑤各地域で

の強度行動障害支援体制の不足、などが改

めて浮き彫りになった。その中で多職種連

携の共通言語として機能的アセスメントを

含む客観的アセスメントツールの重要性が

改めて確認された。 

 

Ｅ 文献 
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策総合研究事業 強度行動障害の客観的

なアセスメントパッケージの実用化に向
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近藤鮎子・竹矢亘・井上雅彦（2025）機能

的アセスメントをベースにした対面研修

の効果について 令和 6 年度厚生労働科
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F 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

特になし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

特になし 
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2. 実用新案登録 

特になし 

 

3. その他 

特になし  

 


